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インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議幹事会
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【参考】経済・財政一体改革推進委員会 国と地方のシステムWG（R5.10.30）における有識者意見

○ 関係府省連絡会議での連携については評価。個別施設計画の策定を通じてコスト縮減を促すなど
国土交通省の取組を各府省にも広げていただきたい。群マネは、市町村だけでなく府省も跨ぐことが
重要。自治体の各部署がバラバラに実施している取組をどうまとめて加速化させていくかが重要。

○ 予算・人員が足りていない以上、費用対効果を確認しながらメリハリを付けていくことが重要。「横展
開」は、単なるホチキス留めではなく、省庁の縦割りに横串を刺す形で、どの省庁が遅れているか分か
るよう、各施設のデータを自動的に集計するシステムの構築など、行政のDXとして推進していくべきで
あり、その観点から現状と課題について整理すべき。

○ 関係府省連絡会議で長寿命化に向けて連携する以外に、具体的に取組を進めないと予算も回って
こない。自治体DXは最終的な理想だが、まずは省庁横断的に個別事業の進捗を監理・比較できる
ようにすることが重要。


